
 (1)　運送施設有形固定資産
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運送施設有形固定資産合計
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　　ロ 出 資 金 58,000,000

無 形 固 定 資 産 合 計 173,760,932

投資その他の資産

　　イ 投 資 有 価 証 券 87,600,000

　　ロ その他無形固定資産 170,215,315

　　ヌ 建 設 仮 勘 定 2,413,320,120

297,250,372,707

無 形 固 定 資 産

　　イ 地 上 権 3,545,617

　　リ リ ー ス 資 産 85,106,389

減 価 償 却 累 計 額 48,994,831 36,111,558

　　チ 工具、器具及び備品 1,202,356,152

減 価 償 却 累 計 額 887,278,199 315,077,953

11,924,757,897

　　ト 機 械 装 置 50,778,727,065

減 価 償 却 累 計 額 34,419,222,674 16,359,504,391

　　ヘ 車 両 76,134,583,188

減 価 償 却 累 計 額 64,209,825,291

16,977,709,314

　　ホ　そ の 他 構 築 物 559,927,938

減 価 償 却 累 計 額 461,725,021 98,202,917

　　ニ 電 路 設 備 53,166,463,629

減 価 償 却 累 計 額 36,188,754,315

9,010,734,859

　　ハ 線 路 設 備 581,333,941,315

減 価 償 却 累 計 額 354,835,033,423 226,498,907,892

　　ロ 建 物 50,330,017,683

減 価 償 却 累 計 額 41,319,282,824

令和４年度札幌市高速電車事業貸借対照表

（令和５年３月31日）

   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　            （単位　円）

資　　産　　の　　部

１　固  定  資  産

　  イ 土 地 13,616,045,806
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　　ニ
資 本 費 負 担
緩 和 分 企 業 債

33,646,080,847

貯 蔵 品 957,226,139

　　ニ
資 本 費 負 担
緩 和 分 企 業 債

6,244,172,087

企 業 債 合 計 18,623,740,424

　　ロ 特 例 債 2,267,714,286

　　ハ 資 本 費 平 準 化 債 1,497,327,726

４　流  動  負  債

企 業 債

　　イ 建 設 債 8,614,526,325

リ ー ス 債 務 29,063,320

引 当 金 3,410,234,101

固 定 負 債 合 計 206,708,622,969

　　ホ
特 別 減 収
対 策 企 業 債

17,930,000,000

企 業 債 合 計 203,269,325,548

　　ロ 特 例 債 5,399,142,853

　　ハ 資 本 費 平 準 化 債 18,819,726,844

負　　債　　の　　部

３　固  定  負  債

企 業 債

　　イ 建 設 債 127,474,375,004

そ の 他 流 動 資 産 59,500

流 動 資 産 合 計 14,239,089,781

資 産 合 計 311,808,823,420

前 払 費 用 14,967

前 払 金 128,771,790

２　流  動  資  産

預 金 10,182,032,139

現 金 140,156,950

未 収 金 2,830,828,296

投資その他の資産合計 145,600,000

固 定 資 産 合 計 297,569,733,639
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    ロ 国 庫 補 助 金 54,430,806

資　　本　　の　　部

６　資　　本　　金 173,875,105,052

７　剰　　余　　金

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額 187,956,320

長 期 前 受 金 合 計 100,757,373,066

繰 延 収 益 合 計 100,757,373,066

負 債 合 計 339,304,267,673

　　ヘ そ の 他 長 期 前 受 金 4,425,273,404

収 益 化 累 計 額 2,812,799,124 1,612,474,280

　　ホ 工 事 負 担 金 1,400,342,358

収 益 化 累 計 額 491,235,243 909,107,115

　　ハ 他 会 計 補 助 金 135,769,103,314

収 益 化 累 計 額 74,192,135,637 61,576,967,677

収 益 化 累 計 額 0 1,000,000

　　ロ 国 庫 補 助 金 58,659,187,878

収 益 化 累 計 額 28,568,890,050 30,090,297,828

　　ニ 寄 附 金 1,000,000

　　イ 受 贈 財 産 評 価 額 17,439,186,472

収 益 化 累 計 額 10,871,660,306 6,567,526,166

保 証 金 114,862,869

流 動 負 債 合 計 31,838,271,638

５　繰　延  収　益

長 期 前 受 金

前 受 収 益 294,367,302

引 当 金 310,046,622

預 り 金 63,930,295

リ ー ス 債 務 10,631,454

未 払 金 12,324,144,143

未 払 費 用 96,548,529
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201,370,549,305

資 本 合 計 27,495,444,253

負 債 資 本 合 計 311,808,823,420

利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金 202,602,872,561

利 益 剰 余 金 合 計 202,602,872,561

剰 余 金 合 計

地 上 権 収 入 604,402,000

そ の 他 資 本 剰 余 金 69,324,162

資 本 剰 余 金 合 計 1,232,323,256

他 会 計 補 助 金 316,209,968



注記

重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

イ 有価証券

その他有価証券

　時価のないもの　移動平均法による原価法

ロ たな卸資産

貯蔵品　先入先出法

(2) 固定資産の減価償却の方法

イ 有形固定資産（リース資産を除く。）

(ｲ) 減価償却の方法

車両については定率法、その他は定額法。ただし、取替資産（案内軌条ほか）に

ついては、帳簿原価の100分の50に達するまで定額法により行っている。

(ﾛ) 主な耐用年数

耐用年数（年）

 建物 15～60

 線路設備 ５～60

 電路設備 ５～40

 車両 13

 機械装置 ４～20

 工具、器具及び備品 ２～20

ロ 無形固定資産（リース資産を除く。）

(ｲ) 減価償却の方法

定額法

(ﾛ) 主な耐用年数

耐用年数（年）

 地上権 ５

 その他無形固定資産 ５

ハ リース資産

(ｲ) 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

(3) 引当金の計上方法

イ 退職給付引当金

に相当する額を計上している。

ロ 賞与引当金

め、当事業年度末におけるこれらの支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する

額を計上している。

固定資産

職員への退職手当の支給に備えるため、当事業年度末における退職手当の要支給額

職員への期末手当及び勤勉手当の支給並びに関係する法定福利費の支出に備えるた

 １

固定資産



(4) その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式により行っている。

なお、控除対象外消費税等については、当事業年度の費用として会計処理を行ってい

る。

２ キャッシュ・フロー計算書等に関する注記

重要な非資金取引の内容

当事業年度に新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産の額は20,160,000円、

負債の額は22,176,000円である。

３ 貸借対照表等に関する注記

企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のものを含む。）の償還に要

する資金のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、9,943,446,067円である。

４ セグメント情報に関する注記

高速電車事業の単一セグメントである。

５ 減損損失に関する注記

なし。

６ リース契約により使用する固定資産に関する注記

(1) リース取引の処理方法

ファイナンス・リース取引については、原則として通常の売買取引に係る方法に準じ

て会計処理を行うが、リース料総額が300万円以下の所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

(2) 通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を行っているファイナンス・リース取引

以外のものに係る当事業年度の末日における未経過リース料相当額

７ その他の注記

 退職給付引当金の取崩し

令和４年度において、退職手当として844,280,480円を支給するため、退職給付引当金

844,280,480円を取り崩して使用した。

合計 7,235,820円

支払時期 未経過リース料相当額

令和５年度 3,588,024円

令和６年度以降 3,647,796円


